
１．人件費の状況（普通会計決算）

（注）１　人件費には職員給与のほか、議員などの特別職の報酬や社会保険料の事業主負担分である共済費を含みます。

      ２　普通会計とは、地方財政状況調査上便宜的に用いられる会計区分のことです。

２．職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　給与費とは基本給としての給料のほかに扶養手当、通勤手当、期末勤勉手当などの職員手当を合わせたものをいいます。

３．職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和６年４月１日現在における職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての

　　　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　　　　　　 　　　

令和
5年度

福生市職員等の給与状況を公表します

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

千円

370 1,329,525 429,447 635,763 2,394,735 6,472

人 千円 千円 千円 千円

      ３　職員数は令和５年４月１日現在の人数です。

（令和6年1月1日）

人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

Ｂ／Ａ

令和
5年度

令和４年度の人件費率

3,929,741 12.71,107,213

給与費 B/A

13.656,512 31,003,939

　　　　　　Ａ

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

　　　　　　　　　　　％

　　　　　　Ｂ

　　　　　　Ａ 　　計　　Ｂ

区　　分
平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

一
般
行
政
職

福　生　市 39.3 311,400 417,007

東　京　都 42.5 318,089 458,519

技
能
労
務
職

福　生　市 55.6 329,100 397,850

東　京　都 50.5 286,976 388,004
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４．職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在）

円

円

円 円 円

５．職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

※対象者が少ない場合は、近似値を記載しています。

６．一般行政職の級別職員数の状況（令和６年４月１日現在）

７．期末手当・勤勉手当

（令和５年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（1.35） 月分 （1.1） 月分 月分 月分 月分 月分

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

　・職務段階別役職加算　３％～20％

千円　

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

東　京　都

196,200

160,100

円

福　生　市

196,200

160,100

円
一般行政職

区　　　　　分

大　学　卒

高　校　卒

国

総合職 200,700

196,200一般職

166,600

-

区　　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

一般行政職
大　学　卒 263,927 320,945 371,317

高　校　卒 223,300 -

2.40 2.25 2.40 2.25 2.45 2.05

福　　　　　生　　　　　市 東　　　　　京　　　　　都 国

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

１人当たり平均支給額（令和５年度決算）

1,719

1.35 1.1 1.375 0.975

（注）１ 福生市の一般職の職員の給与に関す

る条例に基づく行政職給料表（一）の級区分に

よる職員数です。

５級

部長

11人
3.3%

４級

課長 36人
10.7%

３級

課長補佐

・係長94
人

28.0%
２級

主任 65人
19.3%

１級

主事 130
人

38.7% 一般行政職

336人
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８．退職手当（令和６年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

最高限度額 月分 月分 月分 月分 月分 月分

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 千円 千円

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（２％～４５％）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額です。

９．地域手当（令和６年４月１日現在）

支給実績（令和５年度普通会計決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度普通会計決算） 円

％ 人 ％

10.時間外勤務手当

支給実績（令和５年度普通会計決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度普通会計決算） 千円

支給実績（令和４年度普通会計決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度普通会計決算） 千円

（注）　休日給を含みます。

11.その他の手当（令和６年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

福生市 東京都 国

30.50 30.50 30.50 30.50 28.0395 33.27075

23.00 23.00 23.00 23.00 19.6695 24.586875

43.00 43.00 43.00 43.00 47.709 47.709

43.00 43.00 43.00 43.00 39.7575 47.709

213,780

577,784

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

3,999 20,940 2,250 23,430 －

定年前早期退職特例措置（２％～２０％）

106,888

334

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度

全地域 15.0 413 15.0

111,806

349

住居手当

・世帯主、世帯主に準ずる者のうち、満３４歳
に達する日以後の最初の３月３１日までの間
にあるもので、自ら居住するため住宅を借り
受け、月額15,000円以上の家賃（使用料を
含む。）を支払っているもの　 15，０００円
・その他の者　　なし

異なる

賃貸住宅に居住する場合
支給限度額　28,000円

7,929 161,816

支給実績
支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和５年度決算） （令和５年度決算）

扶養手当

行政職給料表１～３級職員
①配偶者   ６，０００円
②子　　　 　９，０００円
③父母等　 ６，０００円
④１６～２２歳の子の加算　４，０００円

行政職給料表４級職員
①配偶者　 ３，０００円
②子　　　 　９，０００円
③父母等　 ３，０００円
④１６～２２歳の子の加算　４，０００円

異なる

①配偶者   ６，５００円
②子　 　　１０，０００円
③父母等　 ６，５００円
④１６～２２歳の子の加算
　　　　　　　５，０００円

26,665 211,627

管理職手当

①部長級職　105,000円
②課長級職　81,000円

※再任用職員は額が異なる

異なる
給料表、職務の級、区分ごと
に定められた額

52,079 1,001,519

通勤手当
①交通機関　６ヶ月定期額
　（限度額５５，０００円/月）
②交通用具　通勤距離に応じて支給

同じ
①６ヶ月定期額
　（限度額５５，０００円/月）
②通勤距離に応じて支給

16,691 73,206
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12.　特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

万円

万円

万円

(注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

教育長は１期(３年=３６月)勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

退
職
手
当

退職日の給料月額×在職年数×１００分の２５０ 545.3教 育 長 任期ごと

4.65

区 分 給料月額等 期末手当（令和５年度支給割合）

給
料

市 長 900,000

4.65 月分

教 育 長 727,000

副 市 長 774,000

退職日の給料月額×在職年数×１００分の３００ 928.8 任期ごと

月分

議 員 460,000

市 長 退職日の給料月額×在職年数×１００分の４００ 1,440.0 任期ごと

副 市 長

報
酬

議 長 543,000

副 議 長 485,000
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